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はじめに
肩関節周囲炎は炎症期， 拘縮期， 寛解期を得て

症状が改善していく疾患である． 拘縮期から可動

域制限が著明になり， 特に外旋可動域に強い制限

が生じる 1）． この可動域制限により更衣や結髪動

作が困難になる． そのため拘縮期における運動療

法では， 可動域制限を改善することが治療目標に

なる．

外旋可動域制限の主要因は， 烏口上腕靭帯

（coracohumeral ligament ； 以下， CHL） の肥厚であ

る 2-4）． 健常者における CHL は， 組織学的に疎性

結合組織が多く， 伸縮性に富む性質である 5）． 肩

関節拘縮における CHL は， 瘢痕化によって柔軟性

が失われるため外旋制限の原因になる 2） 6）．

CHL は烏口突起の下部および基部に付着してお

り， 烏口突起の下部からの線維は， 小結節から腱

板疎部を越えて大結節に付着する． 烏口突起基部

からの線維は， 肩甲下筋腱最上部の前面および後

面に挟み込むように付着する 7）． 付着部の位置関

係から CHL は， 前上方から外下方に向かって走行
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【要　旨】

【目的】 肩関節下垂位外旋肢位での下方牽引が肩関節周囲炎に伴う拘縮肩の外旋可動域に及ぼす影響を

明らかにすることである． 【方法】 対象は 50 歳の男性 1 名． 研究方法は， ABAB 型シングルケーススタディ

を用いた． 外旋可動域制限に対する治療は， 棒を使用して自動介助外旋運動を 5 分間行う基礎水準測定期

を A 期とした． 次に 3 kg の重錘を前腕遠位部に装着し， 脱力した状態において最大外旋位で下方牽引を 5

分間行う操作導入期を B 期とした． 1 回目の基礎水準測定期， 操作導入期を A1 期， B1 期とした． また， 2

回目の基礎水準測定期， 操作導入期を A2 期， B2 期とした． 介入は， 週 2 回， 2-3 日間隔を空けて行った．

各期 2 週間ずつ計 8 週間実施した． 評価項目は， 介入後の肩関節外旋， 屈曲， 外転可動域とした． 関節可

動域測定は， 他動運動で 1° 刻みで行った． 【結果】 外旋可動域は， B1， B2 期で増加した． 屈曲， 外転可動

域は， 各期に関係なく徐々に増加した． 【結論】 下垂位外旋肢位での下方牽引は， 外旋可動域の改善に効果

的な治療方法である可能性が示唆された．
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*  The effect of downward traction on the range of motion 

of the shoulder in external rotation : A single case of 

adhesive capsulitis

1）  碧南さとう整形外科　リウマチ科

（〒 447-0068　愛知県碧南市荒居町 5 丁目 89-1）

Yoshinari Oda, PT: Department of Rheumatology Hekinan 

Sato Orthopedics Clinic

2）  医療法人安祥会   松井整形外科   リハビリテーション部

Keishiro Yamashita, PT, Yusuke Kato, PT, Aya Nakagawa, 

PT: Department of Rehabilitation Matsui Orthopedics 

Clinic

3） 医療法人三仁会　師勝整形外科  リハビリテーション科

Yuta Enoki, PT: Department of Rehabilitation Shikatsu 

Orthopedics Clinic

4）  医療法人慈和会　吉田整形外科病院　　　　　　　

リハビリテーション科

Mitsutoshi Shinoda, PT: Department of Rehabilitation 

Yoshida Orthopedic Hospital

# E-mail: yoshinarioda125@gmail.com



134 愛知県理学療法学会誌　第 36 巻　第 2 号　2024 年 12 月

している． この走行から肩関節下垂位外旋肢位

（以下 ； 下垂外旋位） での下方牽引で伸張される可

能性がある． しかし， 外旋可動域制限に対する下

垂外旋位での下方牽引による治療効果は報告され

ていない． 本研究の目的は， 下垂外旋位での下方

牽引が肩関節周囲炎に伴う拘縮肩の外旋可動域に

及ぼす影響を明らかにすることである．

対象および方法
1．対象
対象は 50 歳代の男性 1 名． 身長 170 cm， 体重

65 kg であった． 現病歴は， 約 3 ヶ月前から誘因な

く疼痛が生じ， その後徐々に可動域制限が生じ

た． 当院に受診し， 肩関節周囲炎 （拘縮肩） と診

断された． 初診時に関節内注射 （リドカイン塩酸

塩及びオルガドロン） を行ったが効果に乏しく，

理学療法開始となった． 既往歴は無かった．

2．理学所見
安静時痛は無く， 運動時痛は， 屈曲， 外転の最

終可動域で上腕近位外側にあった． 関節可動域評

価 （患側 / 健側） は， 肩関節外旋 3° /45°， 屈曲

110° /180°， 外転85° /180° であった． 結帯動作は ,

母指先端が脊柱に到達するレベルを測定 （患側 /

健側） し， 第 5 腰椎 / 第 7 胸椎であった．

本研究は， 対象者に本研究の目的， 方法等につ

いて十分に説明を行い， 書面による同意を得た．

3．研究デザイン
研究方法は， ABAB 型シングルケーススタディ

を用いた． 外旋可動域制限に対する治療は， 棒を

使用した自動介助外旋運動を 5 分間行う基礎水準

測定期を A 期とした （図 1）． 次に 3 kg の重錘を前

腕遠位部に装着し， 脱力した状態において最大外

旋位で下方牽引を 5 分間行う操作導入期を B 期と

した （図 2）． 1 回目の基礎水準測定期， 操作導入

期を A1 期， B1 期とした． また， 2 回目の基礎水

準測定期， 操作導入期を A2 期， B2 期とした． 介

入は， 週 2 回， 2-3 日間隔を空けて行った． A2 期

は， A1 期の水準に復元にまで至らず， 数値が安定

していなかったが， 本人の希望により 2 週間で B2

期に移行した． 各期 2週間ずつ計 8週間実施した．

全ての周期において肩関節屈曲， 外転， 結帯の

可動域制限に対して可動域練習を行い， その方法

はストレッチを主とした．

4．評価項目
評価項目は， 介入後の肩関節外旋， 屈曲， 外転

可動域とした． 関節可動域測定は， 日本整形外科

医学会， 日本リハビリテーション医学会による関

節可動域表ならびに測定法に準じて行った． 外旋

可動域の測定は， 背臥位で上腕中央から遠位部の

下にクッションを置き， 上腕がベッドと平行にな

るように設定して行った． その他の測定は端座位

で行った． 測定は他動運動で 1° 刻みで行った．

5．解析
外旋可動域の各期における平均値と最小自乗法

による回帰直線から回帰係数を算出し比較した．

また回帰直線をグラフ化し目視により解析した．

結果
各期における外旋可動域の平均値を表 1 に示

す． 平 均 値 は， A1 期 4.5 °， B1 期 12.0 °， A2 期

12.7°， B2 期 15.7° であり， B1， B2 期で増加して

図 1．自動介助外旋運動

患側の自動外旋運動を健側で棒を押して介助し， 中間位

〜外旋最終域までの運動を繰り返す．

図 2．下垂位外旋肢位での下方牽引

※前腕遠位部に 3kg の重錘を装着
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いた． 外旋可動域の回帰直線を図 3 に示す． 回帰

直線の回帰係数は， A1 期 0.6， B1 期 2.2， A2 期 

-1.5， B2 期 3.3 で A1， A2 期と比較し， B1， B2 期

で回帰係数が大きかった． 屈曲， 外転可動域は，

各期に関係なく徐々に増加した （表 1）．

考察
下垂外旋位での下方牽引は， 外旋可動域制限の

改善に効果があった．

外旋可動域の平均値は， A1 期より B1 期， A2 期

より B2 期で大きかった． また， 回帰直線の回帰

係数は， A1 期より B1， B2 期で大きく増加し， A2

期は低下を示した． 屈曲， 外転可動域は， 一般的

な理学療法介入の効果により各期同様に可動域が

改善した． これらの結果から下垂外旋位での下方

牽引は， 棒を使用した自動介助外旋運動より効果

的な治療であると考えた．

A1， A2 期で外旋可動域の改善が得られなかっ

た理由として， A1， A2 期と B1， B2 期のストレッ

チ方法及び肢位の違いによる影響を挙げる． はじ

めにストレッチ方法の違いについて述べる． 今回

A1， A2 期は， 自動介助運動による間歇的スト

レッチを行い， B1， B2 期は， 持続的ストレッチ

を行った． ストレッチ方法の違いによる可動域改

善の効果については， 持続的ストレッチ， 間歇的

ストレッチのいずれの方法でも同様な改善が得ら

れる 8）． このことから A1， A2 期で外旋可動域の

改善が得られなかったのは， ストレッチ方法の違

いによるものではないと考える． 次に CHL のス

トレッチ肢位の違いについてである． CHL は， 下

垂外旋の単一方向のストレッチと比較し， 伸展 ・

外旋 ・ 内転などの複合的なストレッチでより伸張

される 9）． 今回の自動介助外旋運動は， 下垂位で

外 ・ 内旋を繰り返す単一方向のストレッチであっ

た． そのため， A1， A2 期では CHL に対する伸

張刺激が十分でなく， 効果が得られなかったと考

える．

次に B1， B2 期で外旋可動域が改善した理由に

ついて述べる． Sun ら 10） は， 遺体標本による CHL

の伸張肢位を測定し報告している． その結果，

CHL は肩関節中間位と比較し， 肩関節を 5 kg の重

りで引き下げた場合に最も伸張され， 次に外旋

30°， 内転 30° の順に伸張されたと報告している．

CHL の機能について Itoi ら 11） は， 肩関節外旋位

において上腕骨頭の下方移動を抑制する機能があ

ることを報告している． 本症例は， 下垂外旋位で

の下方牽引を持続的に行った． その結果， CHL に

適度な伸張刺激が加わり， CHL の柔軟性が改善し

たことで外旋可動域が改善したと考える．

本研究の限界として， 1 つ目に下垂外旋位での

下方牽引は， 大胸筋や肩甲下筋など外旋可動域制

限になり得る筋も伸張される肢位であることが挙

図 3．各期における外旋可動域の回帰直線

表 1. 各期における関節可動域の平均値

　 A1期 B1期　 A2期 B2期

外旋（°） 4.5 12.0 12.7 15.7

屈曲（°） 122.5 131.2 157.5 165.0

外転（°） 87.5 105.0 140.0 157.5
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げられる． 今回は， 超音波診断装置等を用いて

CHL の厚み， 柔軟性の変化を追えていないため，

外旋可動域制限の改善が CHL の伸張性改善による

ものか不明である． 2 つ目に実施から測定まで同

一人物が行っているため， 盲検化ができておら

ず， 情報バイアスが生じている可能性があること

である． 3 つ目に本研究の A2 期は A1 期の水準に

復元していないことである． そのため， 外旋可動

域の変化が単に下垂外旋位での下方牽引の効果だ

けであると十分に証明できていない． 4 つ目に本

研究は， 目視による分析であり統計的手法を用い

ていないため， 過大評価の影響を確認できていな

いことが挙げられる． 今後は , 無作為化臨床試験

を行い治療効果とその適応を検討していく必要が

ある．

結論
肩関節周囲炎に伴う拘縮肩の外旋可動域制限に

対し， 下垂外旋位での下方牽引による持続的スト

レッチを行った． その結果， 外旋可動域制限の改

善が得られた． そのため， 下垂外旋位での下方牽

引は， 外旋可動域の改善に効果的な治療方法であ

る可能性が示唆された．
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